




















計によれば，全国において，2014 年現在，農村部 2943.6 万世帯・5736.3 万人，都市部 1026.1
万世帯・1877 万人，合計 3969.7 万世帯・7613.3 万人が社会救助を受けている。また，こ




































を保障し，その人たちの生活を保証する」。1950 年代から 1970 年代末まで，五保救助制度
は相当に着実な発展をした。1979 年から農村部で土地請負責任制が実施されるのに伴い，
五保救助制度の財源を確保するため，中国政府は 1982 年 1 月「全国農村工作会議」におい
て，「土地請負責任制の実施に伴い，その責任を負う農村世帯から一定の公共費用を徴収し
て五保戸の生活保障に使用すべきである」と指示した。1991 年 12 月，国務院は「農民負
担費用及び労務管理条例」を発し，その中で，郷（県または県の下の区の指導を受ける行
政区域）が統一して調達する費用及び公益金は五保救助に使用されなければならないと定
めた。1994 年 1 月，国務院は「農村五保救助工作条例」を公布し，初めて行政法規の形で
五保救助制度を確立するに至った。しかし，2006 年の農業税の全面的な廃止に伴い，五保
救助の財源は主に農村集団経済組織が負担するという従来型を変更せざる得なくなった2。
このため，国務院はこの条例を全面的に改正し，2006 年 1 月，新しい「農村五保救助工作











2006 年 3 月１日から施行された新しい「農村五保救助工作条例」第１１条は，地方人民政
府が五保救助に要する経費を支弁すべきと改めた。この修正は，政府が五保救助の責任を
負うことを意味している。
4で農村において最低生活保障を受けた者は 1509 万人に達している3。だが，3000 万の農村
貧困者の約半分しか最低生活保障を受けていないのである。このため，2007 年 3 月に開か
れた第 10 期全国人民代表大会第 5 次会議で提出された「政府工作報告」は，「今年，全国










ようやく 2014 年 2 月 21 日になって，国務院は「社会救助暫定規則」を公布し，同年 5 月
1 日から施行することにしたのである。
Ⅱ 中国における社会救助法制の現状












責に従って社会救助の管理事務を行う”（3 条 1 項）と定めている。また地方では，“県レベ
ル以上の地方人民政府の管理に属する民政，衛生と計画生育，教育，住宅建設，労働と社
3 温家宝『政府工作報告』12 頁（人民出版社，2007 年）。




























てその生活を保障すべきとしている（12 条 2 項）。
（2）特別困窮者の救助
特別困窮者とは，身寄りがなく稼働能力のない高齢者，障害者及び 16 才未満の未成年者
をいう6（14 条 1 項）。特別困窮者の救助範囲は，①最低限度の生活の提供，②日常生活を
営むには支障がある者に対する介護，③疾病の医療，④葬祭のため行うことの四種である
（15 条 1 項）。また，特別困窮者の救助基準は省レベル又は区を持つ市レベルの人民政府が
設定する（15 条 2 項）。なお，特別困窮者の救助方法には居宅救助と施設入所救助がある（19
5 林闽 鋼「社会救助法の定位と体系――社会救助暫定規則の改正に関する提案を兼ねて」



















が経済社会発展のレベル及び医療救助資金の状況により設定する（29 条 2 項）。このほか，
国は，救急を必要とする身分不明者，或いは救急費用を負担できない重病者にたいしては，
疾病応急救助制度を設ける（32 条 1 項）。
（5）教育救助
教育救助の対象は義務教育を受けている最低生活保障家庭の構成員と特別困窮者である
（33 条 1 項）。その他，高校や大学で教育を受けている最低生活保障家庭の構成員，特別困
窮者，および義務教育を受けられない障害児にたいしては，その実際の状況により，適当






















































































































































保障 2577 号（2010 年）、および、「中国における『社会救助暫定規則』の内容と今後の
課題」週刊社会保障 2789 号（2014 年）をベースにしている。）
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